
地域冷暖房を導入するための国の補助制度は以下の表に示すとおりです。

区分 担当部署 補助事業名 事業の概要 補助対象者 補助の内容

地域冷暖房関連補助制度(３１年度版）

地方公共団体、法
律に基づく協議会
（直接補助）

地方公共団体、都
市再生機構、法律
に基づく協議会（直
接補助）、
民間事業者等（直
接補助、間接補
助）

エネルギー導管等整備
事業

補助対象：
都市再生安全確保計
画に位置付けられる事
業（見込み含む）の内、
道路事業や都市開発
事業等の基盤整備と一
体的な整備が必要な基
盤施設であるエネル
ギー導管（付帯施設を
含む）の整備に要する
経費

整備計画事業調査

補助対象：
エネルギー面的ネット
ワークにかかる整備計
画の策定に要する経費
補助率：１／２

補助対象：
地域冷暖房施設の
設計費

補助率：１／３

補助対象：
熱供給施設のプラント、
プラント及び熱交換器
相互をつなぐ管路及び
熱交換器の整備に要す
る費用
補助率：
地方公共団体 １／３

国土交通省住宅局
市街地建築課
市街地住宅整備室

住宅市街地総合整備事業
（地方公共団体向けは、平
成22年度より社会資本整備
総合交付金へ移行）

既成市街地において、快適な居住環境の
創出、都市機能の更新、密集市街地の整
備改善、街なか居住の推進など都市再生
の推進に必要な課題により機動的に対応
するため、住宅市街地の再生・整備を総
合的に行う。

地方公共団体、
都市再生機構

補助対象：
熱供給施設のプラント、
プラント及び熱交換器
相互をつなぐ 管路及び
熱交換器の整備に要す
る費用
地域冷暖房施設のシス
テムに関する設計に要
する費用
補助率：
地方公共団体 １／３

国土交通省都市局
市街地整備課
住宅局市街地建築
課

市街地再開発事業
（平成22年度より社会資本
整備総合交付金へ移行）

補助対象：
熱利用に必要な施設の
うち、下水又は下水処
理水の流れる施設（熱
交換施設、送水施設、
ポンプ施設）及びその
附帯施設
補助率： １／２

国土交通省都市局
市街地整備課

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エ
ネルギー部
省エネルギー課

省エネルギー設備投資に係
る利子補給金助成事業費補
助金

省エネ設備の新設・増設等に際し、民間
金融機関等から融資を受ける事業者に対
し利子補給を行う。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/
saving_and_new/saving/enterprise/suppor
t/

https://www.enecho.meti.go.jp/appli/publi
c_offer/1901/190125b/pdf/4.pdf

民間事業者等

下水及び下水処理水の熱やバイオマス等
を有効利用して、環境への負荷削減、省
エネルギー、新エネルギー対策等を図る。

下水道管理者

都市再生総合整備事業
（地方公共団体向けは、平
成22年度より社会資本整備
総合交付金へ移行）

都市再生へのトリガーとなる地区への各
種都市機能の集積を促進することにより、
大都市圏等における諸課題を解決すると
ともに、都市の魅力と活力を引出す中核と
なる都市拠点の形成を促進し、都市再生
を推進することを目的とする。

地方公共団体、
都市再生機構、
民間事業者等

市街地内の都市機能が低下していること
等が認められる地域において、建築物及
び建築敷地の整備並びに公共施設の整
備等を行うことにより、市街地の土地の合
理的かつ健全な高度利用と都市機能の更
新を図る。

地方公共団体、
都市再生機構、
個人、組合、
再開発会社等

定額
(利子補給金1%以内)
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国土交通省都市局
市街地整備課

国際競争拠点都市整備事業
（国際競争業務継続拠点整
備事業）

特定都市再生緊急整備地域における都
市再生安全確保計画に基づくエネルギー
導管等を、業務中枢拠点に広く整備が必
要なインフラとして本格的に整備する観点
から、国際競争拠点都市整備事業として
支援する。

http://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/to
shi_urbanmainte_tk_000045.html

地球環境局
地球温暖化対策課
地球温暖化対策事
業室

設備の高効率化改修による
省CO2促進事業

機器全体の更新が困難な事業者に対し、
部分的な回収・交換、追加を支援する。

http://www.env.go.jp/earth/earth/ondank
a/mat31y_01-04.pdf

地方公共団体
民間事業者

補助対象：
設備のエネルギー効率
を改善する部品・部材
の交換・追加に要する
経費
補助率：
１/３、１/２
  

国土交通省
水管理・国土保全局
下水道部
下水道事業課

新世代下水道支援事業
（平成22年度より社会資本
整備総合交付金へ移行）


